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＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

事務事業名 自主防災組織活動支援事業
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約 ３　地域社会における支えあいを深め、地域生活の安心・安全づくりを進めます

政策の方向（まちの姿） 1 地域の支え合いを育むまち 主な取組み ○震災や噴火などの災害に備えた国土強靭化

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 危機管理課 課ＣＤ 10050000

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 313 地域防災活動の推進

総合評価 Ａ自主防災組織が購入する防災資機材や、防災訓練活動を支援することによ
り、自主防災組織が、災害発生時に地域住民の生命・財産を守ることができる
ようになる。

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標 ４　暮しと生活の基盤づくり

予算中事業名 自主防災組織活動支援事業費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

＜事業の狙い＞

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 自主防災組織結成率

目標値 100 100 100 100

指標の設定理由

100

自主防災活動を行う環境（組織化）を、自ら整えることを判断するため。

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞
達成度 98.8% 100.0%

達成度 46.9% 53.5%

実績値 114

実績値 98.8 100

指標の設定理由 支援を受けた組織が、購入した資機材を利用した訓練を指標とする。

1　防災資機材の整備補助
　　自主防災組織が防災対策として整備する資機材に対する支援

２　除雪機購入補助
　　自主防災組織が町会内等の除雪を行うための除雪機購入に対する支援

３　避難所開設・運営訓練補助
　　地区が行う避難所開設・運営訓練に対する支援

②　成果指標（指標名） 防災訓練実施自主防災組織数

目標値 243 243 243 243 243

130

平成３２年度

①　事業費（千円） 22,258 23,215

＜コスト一覧＞
区分

人工 人工 人工人工②　人件費(千円） 13331 人工 6866

国・県

一般財源 22,258 23,215

利用者負担金

嘱託 2565 0.9 2312 0.8

0.6正規

前年度比 － 84.5%

＜現状に対する認識＞

10766 1.4 4554

１　防災に対する意識がそれぞれの自主防災組織で向上し、災害に備えた準
備、行動を行っている。
２　自主防災組織ごとに活動状況には、ばらつきがある。
３　指定避難所単位（避難所運営委員会）での訓練が必要

合計コスト①+② 35,589 30,081

事業計画年度 ～

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

その他



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

事業計画年度 ～

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

その他

前年度比 － 95.6%

＜現状に対する認識＞

29991 3.9 35673

自主防災組織、町会等で防災訓練を実施しているものの、避難所運営委員会
が設立されていない指定避難所がある。
成果指標①の備蓄倉庫設置事業については、計画通りに進んでいる。遅滞な
く備蓄物資を配備したい。
成果指標②の総合防災訓練参加者数が目標を上回っていることから、各地区
の防災意識は高いと思われる。

合計コスト①+② 110,894 105,995

正規

国・県

利用者負担金

嘱託 855 0.3 3468 1.2

4.7

一般財源 80,048 66,854

人工 人工 人工人工②　人件費(千円） 30846 人工 39141

１　備蓄体制を強化するため、指定避難所の全小中学校へ備蓄倉庫を３年計
画で整備するもの（平成２９年度１６校）
２　総合防災訓練を行うことにより、市民の防災意識の向上、災害に対する備
えを促す。（平成２９年度　四賀地区）
３　備蓄物資の整備を継続して行う。
４　災害情報等を迅速に伝達するための、メール配信サービスの継続を行う。
５　災害時に円滑な避難所の開設・運営を図るため、指定避難所ごとに「避難
所運営委員会」を設立するもの
６　国民保護に関する情報を的確に把握し、住民への情報提供、避難誘導を
行うために、県、警察、消防、自衛隊他関係機関と連携し、長野県国民保護共
同図上訓練を実施するもの。

②　成果指標（指標名） 総合防災訓練参加者数

目標値 300 300 300 300 300

380

平成３２年度

①　事業費（千円） 80,048 66,854

＜コスト一覧＞
区分

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞
達成度 100.0% 100.0%

達成度 133.3% 126.7%

実績値 400

実績値 8 16

指標の設定理由 各地区での市民の防災意識が確認できるため。

平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 備蓄倉庫整備数

目標値 8 16 15

指標の設定理由 実施事業の進捗（設置）状況を数値化しているため。

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 313 地域防災活動の推進

総合評価 Ａ「糸魚川－静岡構造線断層帯」の地震による被害想定に基づき、大規模災害
が発生した場合であっても、被害を最小限度にするもの

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標 ４　暮しと生活の基盤づくり

予算中事業名 防災関係費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

＜事業の狙い＞

平成３０年度

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 危機管理課 課ＣＤ 10050000

事務事業名 防災関係
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約 ３　地域社会における支えあいを深め、地域生活の安心・安全づくりを進めます

政策の方向（まちの姿） 1 地域の支え合いを育むまち 主な取組み ○震災や噴火などの災害に備えた国土強靭化



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

事務事業名 災害時支援物資集積拠点整備事業
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約 ３　地域社会における支えあいを深め、地域生活の安心・安全づくりを進めます

政策の方向（まちの姿） 2 災害を最小限に抑えるまち 主な取組み ○震災や噴火などの災害に備えた国土強靭化

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 危機管理課 課ＣＤ 10050000

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 321 危機管理体制の強化

総合評価 Ａ災害発生時、政府及び全国各地から大量に支援物資が送られる。この物資の
受入れ、仕分け、配送を効率的に行う、災害時支援物資集積拠点施設を整備
することによって、物資を滞留させない体制が構築することが出来、避難者へ
迅速且つ効果的に物資を提供するもの。（平成３１年１２月竣工予定）

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標 ４　暮しと生活の基盤づくり

予算中事業名 災害時支援物資集積拠点事業費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

＜事業の狙い＞

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 集積拠点整備率（事業費ベース）

目標値 1% 27% 49% 100%

指標の設定理由 事業費（実績/総事業費）を比較することで、進捗状況を把握できる。

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞
達成度 100.0% 66.7%

達成度

実績値

実績値 1% 18%

指標の設定理由

〔事業概要〕
H29
用地取得費　　　　　２２５，０２０，６９６円
用地測量　　　 　　　　　１，４６８，８００円
土地等調査費　　　 　　２，６３５，２００円
実施設計費　　　　　　１５，３４６，８００円

災害時における物資の輸送に関する協定については、平成２５年度に中信ト
ラック協同組合と締結済。
今後、災害時支援物資集積拠点施設を軸とする、支援物資の受入れ、仕分け
等の一連の業務についても中信トラック協同組合と締結を予定している。

②　成果指標（指標名）

目標値

平成３２年度

①　事業費（千円） 8,172 244,472

＜コスト一覧＞
区分

人工 人工 人工人工②　人件費(千円） 3,845 人工 5,313

国・県

一般財源 8,172 244,472

利用者負担金

嘱託 0 0 0

0.7正規

前年度比 － 2078.6%

＜現状に対する認識＞

3,845 0.5 5,313

熊本地震の現地調査結果により、支援物資の受入れ、仕分けが滞り、物資の
滞留等混乱した状態が続いたことから、市においても支援物資集積拠点施設
が必要である。
施設整備の進捗状況については、計画通りに進んでいる。

合計コスト①+② 12,017 249,785

事業計画年度 H28～H31

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

その他



消防防災課 

 

課長 牛丸 公文 



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

指標の設定理由

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 消防防災課 課ＣＤ 10100000

事務事業名 防犯関係(防犯対策事務)
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約

政策の方向（まちの姿） 1 地域の支え合いを育むまち 主な取組み

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 314 地域防犯活動の推進

総合評価 Ｃ地域における様々な防犯活動を通じて、市民一人ひとりの防犯意識を高め、
犯罪が起きにくい地域環境の整備を進めます。

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標

予算中事業名 防犯関係費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

関係団体と連携した市民への働きかけ

8

＜事業の狙い＞

実績値 7 7

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 特殊詐欺被害防止対策街頭啓発

目標値 8 8 8 8

指標の設定理由

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞

事業計画年度 ～

１　地区町会連合会防犯活動費交付金の交付
　　地区における生活の安全確保及び地域の防犯活動に資するため、各地区
町会連合会に防犯活動費交付金を交付
２　特殊詐被害防止対策
    昨今、急増している特殊詐欺に対して、警察や連携団体等と連携を図りな
がら、様々な方法を通じて、市民が被害に遭わないために啓発・周知
３　青色回転灯パトロール
　　犯罪抑止のため青色回転灯を搭載した車両によるパトロール実施
４　暴力追放市民協議会
　　暴力追放の市民意識の向上のため暴力追放県民大会への参加等の活動
実施

②　成果指標（指標名）

目標値

達成度 87.5% 87.5%

達成度

実績値

2,226 298

平成３２年度

①　事業費（千円） 2,226 298

＜コスト一覧＞
区分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

人工 人工 人工人工②　人件費(千円） 3,076 人工 2,277

国・県

その他

一般財源

利用者負担金

嘱託 0 0

0.3正規

依然として高齢者を狙った特殊詐欺の被害が多発しています。対策について
は、これまでの周知・啓発活動に加え、水際での対策や物理的な対策が求め
られています。
したがって、被害防止に関する活動を継続しつつ、関係団体と連携した警戒態
勢を強化することにより市民にとって安全・安心な地域社会を実現することが
必要です。

－ 48.6%

＜現状に対する認識＞

前年度比

3,076 0.4 2,277

合計コスト①+② 5,302 2,575



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

  災害時の情報伝達手段を安定的に確保するため、計画的な設備更新と日々
進歩しているＩＣＴへ的確に対応していくことが求められています。
  芥子坊主中継局（岡田）からの無線電波が届かない四賀・安曇・奈川地区に
ついては、事業計画、運用方法、実施手順を順次策定します。

－ 112.9%

＜現状に対する認識＞

前年度比

2,307 0.3 2277

合計コスト①+② 52,300 59,040

嘱託 1,425 0.5 1445 0.5

0.3正規

人工 人工 人工人工②　人件費(千円） 3,732 人工 3722

利用者負担金

国・県

その他(市債) 24,700

一般財源 23,868 55,318

平成３２年度

①　事業費（千円） 48,568 55,318

＜コスト一覧＞
区分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

平成29年度は、旧松本市同報系デジタル防災行政無線設備のバッテリーの定
期交換修繕及び統制局、発電機、再送信局、防災情報伝達制御システムの保
守点検実施

②　成果指標（指標名）

目標値

達成度 100.0% 100.0%

達成度

実績値

0.98

＜事業の狙い＞

実績値 0.85 0.97

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 同報系デジタル防災行政無線人口カバー率

目標値 0.85 0.97 0.97 0.98

指標の設定理由

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞

事業計画年度 平成25年度～平成32年度

計画的に地区ごとに整備し、市人口に対し整備済みの地区の人口割合としている

○震災や噴火などの災害に備えた国土強靭化

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 321 危機管理体制の強化

総合評価 Ａ「松本市における災害情報等伝達手段構築の方向性について」に基づき、緊
急・災害情報等を市民に的確かつ迅速に伝達するため、旧松本市における同
報系防災行政無線の整備及び合併5地区の同報系防災無線との統合を進め
ます。

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標 ５　将来世代のためのハード整備

予算中事業名 地域防災無線整備事業費 ― ― ― ― 松本版総合戦略 ⑧成熟型社会の都市基盤づくり

指標の設定理由

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 消防防災課 課ＣＤ 10100000

事務事業名 地域防災無線整備事業
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約 ３　地域社会における支えあいを深め、地域生活の安心・安全づくりを進めます

政策の方向（まちの姿） 2 災害を最小限に抑えるまち 主な取組み



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

平成３２年度

①　事業費（千円） 33,672 13,106

＜コスト一覧＞
区分 平成２８年度

2708

国・県

利用者負担金

前年度比 － 45.1%

合計コスト①+② 40,362 18,191

＜現状に対する認識＞

6,690 0.87 5085.3

1　ハザードマップ作成事業
　・防災マップ、ハザードマップ増刷
　　転入者用防災マップ増刷
2　災害応急対策
　・平常時は、災害対応準備のため情報収集及び研究を行い、災害発生時を
想定した机上訓練を実施
　・災害発生時は、情報収集・通信手段確保により被害状況調査し、各防災関
係機関が業務しやすいよう環境整備
3　災害支援事務
　・避難者交流事業　　交流会実施数33回、参加者数2,708人
　・情報提供　　月１回
　・相談支援
4　長野県消防防災消防隊人件費負担
　・交付先　　　 長野県消防防災ヘリコプター運航協議会
　・算出方法　　基準財政需要割＋人口割

市民の防災意識は年々高まっている傾向にあるが、引き続き事業を継続し、
地域防災力向上に尽力していく必要があります。

嘱託 0 0

0.67

6,690 人工 5085.3

1300 1300

交流会を実施することで、防災意識向上を図る。

正規

その他

一般財源 33,672 13,106

人工 人工 人工人工②　人件費(千円）

災害時に備え、市民一人一人の防災意識を高め、地域防災力の向上
を推進します。

実績値
防災マップ、ハザードマッ
プデータ更新、ハザード
マップ印刷、ＷＥＢ公開

防災マップ、ハザードマッ
プ増刷、ＷＥＢ公開

指標の設定理由

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞
達成度 100% 100%

達成度 96.3% 225.7%

実績値 1107

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 防災マップ、ハザードマップ増刷

目標値
防災マップ、ハザードマッ
プデータ更新、ハザード
マップ印刷、ＷＥＢ公開

防災マップ、ハザードマッ
プ増刷、ＷＥＢ公開

防災マップ、ハザードマッ
プ増刷、ＷＥＢ公開

防災マップ、ハザードマッ
プ増刷、ＷＥＢ公開

防災マップ全面更新、ハ
ザードマップ増刷、ＷＥＢ

公開

指標の設定理由 防災マップを配布することで、防災意識向上を図る。

②　成果指標（指標名） 交流会参加人数

目標値 1150 1200 1250

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 321 危機管理体制の強化

総合評価 Ａ
＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標

予算中事業名 防災関係費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

＜事業の狙い＞ 事業計画年度 平成24年度～平成32年度

事務事業名 防災関係事業
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約

政策の方向（まちの姿） 2 災害を最小限に抑えるまち 主な取組み

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 消防防災課 課ＣＤ 10100000



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 消防防災課 課ＣＤ 10100000

事務事業名 消防活動
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約

政策の方向（まちの姿） 2 災害を最小限に抑えるまち 主な取組み

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 321 危機管理体制の強化

総合評価 Ｂ近年の社会情勢の変化から消防団員の確保が課題であり、消防団の処遇の
改善、装備の充実等により加入促進を図ります。

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標

予算中事業名 消防活動費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

＜事業の狙い＞ 事業計画年度

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 消防団員数（条例定数2169人）

目標値 2,169 2,169 2,169 2,169

指標の設定理由

2,169

消防団員減少の抑止、確保目標として設定

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞
達成度 93.6% 92.4%

達成度

実績値

実績値 2,030 2,004

指標の設定理由

１　出動手当の支給
　　火災発生件数　67件
　　出動人員23,612人
　　出動費用弁償53,363,120円

２　消防団活動に必要な装備の整備
　　編み上げ靴　　633足
　　ケブラー手袋　348双

３　消防団員の確保
　　・事業所等への協力依頼　　  2,258社
　　・消防団協力事業所制度の活用
　　　登録事業所数 　　　　　　   　　 65社
　　・消防団サポート事業（地域との絆）
　　  登録事業所数  　　　　　　　　 108社
　　・市職員への採用試験・新任研修時における勧誘

②　成果指標（指標名）

目標値

平成３２年度

①　事業費（千円） 72,915 71,488

＜コスト一覧＞

利用者負担金

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度区分

一般財源 72,915 71,488

人工 人工人工②　人件費(千円） 6,695 人工 6,685

国・県

嘱託 2,850 1 2,890 1

0.5正規

その他

前年度比 － 98.2%

＜現状に対する認識＞

大規模災害への対応に必要な消防団活動装備の整備を進めます。
事業者数を増やす取組みや制度利用状況の検証を行い、消防団員確保事業
の充実させることが必要です。
消防団員の確保については、絶対的に成り手がいないのではなく、意識の問
題と捉え、町会で推薦してもらう等地域としての取組みを促す働きかけが必要
です。

合計コスト①+② 79,610 78,173

3,845 0.5 3,795

平成28年度～平成32年度



＜第１０次基本計画の位置付け＞

＜予算上の位置付け＞

前年度比

事業計画年度 平成28年度～平成32年度

－ 91.1%

＜現状に対する認識＞

合計コスト①+② 148,549 135,367

消防団の詰所・車両置場及び車両については、経過年数により実施計画とお
りに整備する必要があります。
詰所・車両置場の整備は、設置時期・箇所の選定について慎重な地元調整が
必要となります。

6,921 0.9 6,831

嘱託 0 0

0.9正規

一般財源 14,328 9,936

人工 人工 人工人工②　人件費(千円） 6,921 人工 6,831

利用者負担金

国・県

その他(市債) 127,300 118,600

平成３２年度

①　事業費（千円） 141,628 128,536

＜コスト一覧＞
区分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

１　消防団詰所・車両置場
　災害発生時、消防団の活動拠点施設となる消防団施設（詰所・車両置場）に
ついて、地域の実情及び経過年数を考慮し、計画的に整備
　建築後３０年経過した第２７分団詰所を改築
　
２　消防団車両更新整備
　消防力の維持及び向上を図るため、年次計画に従い、更新基準となる納入
後２２年経過した第４分団、第７分団、第８分団、第２０分団、第２５分団、第３
１分団、第４０分団ついて消防団車両更新（合計７台）

②　成果指標（指標名） 消防団車両等整備事業

目標値 車両５台 車両７台 車両７台 車両２台 車両１台

達成度 計画通り実施 計画通り実施

達成度 計画通り実施 計画通り実施

実績値 車両５台 車両７台

消防団本部詰所耐震化および車両置場整備（建設年数３０年以上）
設計（２箇所）
工事（２箇所

＜事業の狙い＞

実績値
用地（１箇所）
設計（２箇所）
工事（２箇所）

設計（３箇所）
工事（１箇所）

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

①　成果指標（指標名）　 消防団詰所等整備事業

目標値
用地（１箇所）
設計（２箇所）
工事（２箇所）

設計（３箇所）
工事（１箇所）

用地（１箇所）
設計（２箇所）
工事（３箇所）

設計（２箇所）
工事（３箇所

指標の設定理由

＜事業の実施内容及び活動指標（実績値）＞

主な取組み ○震災や噴火などの災害に備えた国土強靭化

会　計　名 一般会計 基本施策（個別目標） 321 危機管理体制の強化

総合評価 Ａ消防活動拠点施設としての消防団施設（詰所・車両置場）及び消防機動力と
しての消防団車両について、整備方針に基づき整備します。

＜指標の達成状況＞

区分 平成２８年度 平成２９年度

５つの重点目標 ４　暮しと生活の基盤づくり

予算中事業名 単独消防施設等整備事業費 ― ― ― ― 松本版総合戦略

消防団配置車両における措置（車両登録２２年で入替）指標の設定理由

事務事業評価票
部局名 危機管理部 課 名 消防防災課 課ＣＤ 10100000

事務事業名 単独消防施設等整備事業
＜市長公約・重点目標・総合戦略の位置付け＞

まちづくりの基本目標 3 安全・安心で支えあいの心がつなぐまち
市
長
公
約

公約 ３　地域社会における支えあいを深め、地域生活の安心・安全づくりを進めます

政策の方向（まちの姿） 2 災害を最小限に抑えるまち


